
寄 附 行 為 変 更 の 条 項 及 び 事 由 

 

この法人は、令和３年６月２５日付、文部科学省高等教育局私学部私学行政課

長通知「理事会及び評議員会の運営及び議事録の取扱い並びに学校法人寄附行

為作成例の改正について」にある私立学校法の趣旨を踏まえ、理事会及び評議員

会の運営に係る一部規定を変更するため、現行の寄附行為を次のとおり変更す

る。 

 

１． 第１７条第５項中、理事会の招集者を理事及び監事へ、またその際の開催

通知を書面及び電磁的方法へ追加変更する。 

(事由)私立学校法の趣旨を踏まえた適切な運用の明確化を図るため、現行で

も実施している理事会への監事の参加・同席を明記すると共に、開催

通知を書面通知としていたことに電磁的方法を追加するため。 

 

２． 第１７条第１１項中、理事会にあらかじめ意思表示した者は出席者とみな

すことについて、意思表示の方法に書面の他に電磁的方法を追加変更する。 

(事由)私立学校法の趣旨を踏まえた適切な運用の明確化を図るため、現行で

も実施している電磁的方法による意思表示方法を明記するため。 

 

３． 第１９条第１項中、議事録記載内容に理事会開催場所以外からウェブ会議

等により参加した場合の参加方法を追加する。 

(事由)私立学校法の趣旨を踏まえた適切な運用の明確化を図るため、現行

でも実施している電磁的方法による開催場所と異なる場所からの参加

状況を明記するため。 

 

４． 第１９条第２項中、議事録の署名押印者に参加出席した監事を追加する。 

(事由)私立学校法の趣旨を踏まえた適切な運用の明確化を図るため、現行

でも議長及び２名以上の出席理事の署名押印としていた部分に、参加

出席した監事も含めることに変更するため。 

 

５． 第２０条第５項中、評議員会の招集者を評議員及び監事へ、またその際の

通知を書面及び電磁的方法へ追加変更する。 

(事由)私立学校法の趣旨を踏まえた適切な運用の明確化を図るため、現行

でも実施している評議員会への監事の参加・同席を明記すると共に、

開催通知を書面通知としていたことに電磁的方法を追加するため。 

 



６． 第２１条第１項中、評議員会の議事録については理事会議事録を準用した

記載内容へ変更すると共に、同条に第２項を追加し、議事録の署名押印者に

参加出席した監事を追加する。 

(事由)私立学校法の趣旨を踏まえた適切な運用の明確化を図るため、評議員

会議事録の記載内容を理事会議事録と同様に電磁的方法による開催

場所と異なる場所からの参加状況を明記するため。また、現行でも議

長及び２名以上の出席評議員の署名押印としていた部分に、参加出席

した監事も含めることに変更するため。 

 

７． 附則として次の附則を加える。 

      附 則 

    令和５年３月２８日文部科学大臣認可のこの寄附行為は、令和５年４

月１日から施行する。 

(事由）施行日を明確にするため。 



寄附行為の一部変更に係る新旧対照表 
学校法人コングレガシオン・ド・ノートルダム 

新 旧 の 比 較 対 照 表 

新 旧 

 

（理事会） 

第１７条 この法人に理事をもって組織する

理事会を置く。 

２ 理事会は、学校法人の業務を決し、理事

の職務の執行を監督する。 

３ 理事会は、理事長が招集する。 

４ 理事長は、理事総数の３分の２以上の理

事から会議に付議すべき事項を示して理事

会の招集を請求された場合には、その請求

のあった日から７日以内に、これを招集し

なければならない。 

５ 理事会を招集するには、各理事及び監事

に対して、会議開催の場所及び日時並びに

会議に付議すべき事項を書面又は電磁的方

法により通知しなければならない。 

６ 前項の通知は、会議の７日前までに発し

なければならない。ただし、緊急を要する

場合は、この限りでない。 

７ 理事会に議長を置き、理事長をもって充

てる。 

８ 理事長が第４項の規定による招集をしな

い場合は、招集を請求した理事全員が連名

で理事会を招集することができる。 

９ 第１４条第２項及び前項の規定に基づ

き、理事会を招集した場合における理事会

の議長は、出席理事の互選によって定め

る。 

１０ 理事会は、この寄附行為に別段の定め

がある場合を除くほか、理事総数の３分の

２以上の理事が出席しなければ、会議を開

き議決をすることができない。ただし、第

１３項の規定による除斥のため３分の２に

達しないときは、この限りでない。 

１１ 前項の場合において、理事会に付議さ

れる事項につき書面又は電磁的方法をもっ

て、あらかじめ意思を表示した者は、出席

者とみなす。 

１２ 理事会の議事は、法令及びこの寄附行

為に別段の定めがある場合を除くほか、理

事総数の過半数で決し、可否同数のときは

議長の決するところによる。 

 

（理事会） 

第１７条 この法人に理事をもって組織する

理事会を置く。 

２ 理事会は、学校法人の業務を決し、理事

の職務の執行を監督する。 

３ 理事会は、理事長が招集する。 

４ 理事長は、理事総数の３分の２以上の理

事から会議に付議すべき事項を示して理事

会の招集を請求された場合には、その請求

のあった日から７日以内に、これを招集し

なければならない。 

５ 理事会を招集するには、各理事に対し

て、会議開催の場所及び日時並びに会議に

付議すべき事項を書面により通知しなけれ

ばならない。 

６ 前項の通知は、会議の７日前までに発し

なければならない。ただし、緊急を要する

場合は、この限りでない。 

７ 理事会に議長を置き、理事長をもって充

てる。 

８ 理事長が第４項の規定による招集をしな

い場合は、招集を請求した理事全員が連名

で理事会を招集することができる。 

９ 第１４条第２項及び前項の規定に基づ

き、理事会を招集した場合における理事会

の議長は、出席理事の互選によって定め

る。 

１０ 理事会は、この寄附行為に別段の定め

がある場合を除くほか、理事総数の３分の

２以上の理事が出席しなければ、会議を開

き議決をすることができない。ただし、第

１３項の規定による除斥のため３分の２に

達しないときは、この限りでない。 

１１ 前項の場合において、理事会に付議さ

れる事項につき書面をもって、あらかじめ

意思を表示した者は、出席者とみなす。 

 

１２ 理事会の議事は、法令及びこの寄附行

為に別段の定めがある場合を除くほか、理

事総数の過半数で決し、可否同数のときは

議長の決するところによる。 



 

 

１３ 理事会の議事について、特別の利害関

係を有する理事は、議決に加わることがで

きない。 

 

（議事録） 

第１９条 議長は、理事会の開催の場所（当

該場所に存しない役員が理事会に出席した

場合における当該出席の方法を含む。）及び 

日時並びに議決事項及びその他の事項につ

いて、議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議長並びに出席した理事の

うちから互選された理事２人以上及び出席

した監事がこれに署名押印し、常にこれを

事務所に備えて置かなければならない。 

３ 利益相反取引に関する承認の議決につい

ては、理事それぞれの意思を議事録に記載

しなければならない。 

 

 

（評議員会） 

第２０条 この法人に評議員会を置く。 

２ 評議員会は、１５名の評議員をもって組

織する。 

３ 評議員会は、理事長が招集する。 

４ 理事長は、評議員総数の３分の１以上の

評議員から会議に付議すべき事項を示し

て、評議員会の招集を請求された場合に

は、その請求のあった日から２０日以内

に、これを招集しなければならない。 

５ 評議員会を招集するには、各評議員及び

監事に対して、会議開催の場所及び日時並

びに会議に付議すべき事項を、書面又は電

磁的方法により通知しなければならない。 

６ 前項の通知は、会議の７日前までに発し

なければならない。ただし、緊急を要する

場合は、この限りでない。 

７ 評議員会に議長を置き、議長は理事長を

もって充てる。 

８ 理事長が第４項の規定による招集をしな

い場合には、招集を請求した評議員全員が

連名で評議員会を招集することができる。 

９ 評議員会は、評議員総数の過半数の出席

１３ 理事会の議事について、特別の利害関

係を有する理事は、議決に加わることがで

きない。 

 

（議事録） 

第１９条 議長は、理事会の開催の場所及び

日時並びに議決事項及びその他の事項につ

いて、議事録を作成しなければならない。 

 

 

２ 議事録には、議長及び出席した理事のう

ちから互選された理事２人以上がこれに署

名押印し、常にこれを事務所に備えて置か

なければならない。 

３ 利益相反取引に関する承認の議決につい

ては、理事それぞれの意思を議事録に記載

しなければならない。 

 

 

（評議員会） 

第２０条 この法人に評議員会を置く。 

２ 評議員会は、１５名の評議員をもって組

織する。 

３ 評議員会は、理事長が招集する。 

４ 理事長は、評議員総数の３分の１以上の

評議員から会議に付議すべき事項を示し

て、評議員会の招集を請求された場合に

は、その請求のあった日から２０日以内

に、これを招集しなければならない。 

５ 評議員会を招集するには、各評議員に対

して、会議開催の場所及び日時並びに会議

に付議すべき事項を、書面により通知しな

ければならない。 

６ 前項の通知は、会議の７日前までに発し

なければならない。ただし、緊急を要する

場合は、この限りでない。 

７ 評議員会に議長を置き、議長は理事長を

もって充てる。 

８ 理事長が第４項の規定による招集をしな

い場合には、招集を請求した評議員全員が

連名で評議員会を招集することができる。 

９ 評議員会は、評議員総数の過半数の出席



 

 

がなければ、会議を開き議決することがで

きない。ただし、第１３項の規定による除

斥のため過半数に達しないときは、この限

りでない。 

１０ 前項の場合において、評議員会に付議

される事項につき書面をもって、あらかじ

め意思を表示した者は、出席者とみなす。 

１１ 評議員会の議事は、法令及びこの寄附

行為に別段の定めがある場合を除くほか、

出席した評議員の過半数で決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

１２ 議長は、評議員として議決に加わるこ

とができない。 

１３ 評議員会の議事について特別の利害関

係を有する評議員は、議決に加わることが

できない。 

 

（議事録） 

第２１条 第１９条第１項の規定は、評議員

会の議事録について準用する。 

 

 

 

 

２ 議事録には、議長並びに出席した評議員

のうちから互選された評議員２人以上及び

出席した監事が署名押印し、常にこれを事

務所に備えておかなければならない。 

 

 

 

附  則 

令和５年３月２８日文部科学大臣認可のこ

の寄附行為は、令和５年４月１日から施行す

る。 

 

 

がなければ、会議を開き議決することがで

きない。ただし、第１３項の規定による除

斥のため過半数に達しないときは、この限

りでない。 

１０ 前項の場合において、評議員会に付議

される事項につき書面をもって、あらかじ

め意思を表示した者は、出席者とみなす。 

１１ 評議員会の議事は、法令及びこの寄附

行為に別段の定めがある場合を除くほか、

出席した評議員の過半数で決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

１２ 議長は、評議員として議決に加わるこ

とができない。 

１３ 評議員会の議事について特別の利害関

係を有する評議員は、議決に加わることが

できない。 

 

（議事録） 

第２１条 第１９条第１項及び第２項の規定

は、評議員会の議事録について準用する。

この場合において、同条第２項中「理事の

うちから互選された理事」とあるのは、「評 

議員のうちから互選された評議員」と読み

替えるものとする。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 


